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１ 災害時の避難行動

災害の発生
もしくは発生の恐れ

地 震

津 波

洪 水

指定避難所
（避難生活）

小学校の体育館等

特別な配慮が必要な方に
ついては、福祉避難所へ
の移送を行います。

★災害の危険性がなくなるまでの
必要な期間又は一時的な期間、
滞在させることを目的

公園・緑地

津波避難ビル

安全性が確認された建物

※指定緊急避難場所は災害
の種別ごとに異なります。

★津波、洪水等による危険が切迫した
状況において、緊急に避難する際の
避難先⇒生命の安全の確保を目的

指定緊急避難場所
（一時的な避難行動）

危険から逃れる
避難行動

自宅の倒壊や
浸水により
自宅で生活で
きなくなった
場合



２ 避難情報のポイント



３ 避難所の開設・運営

◆避難所の開設基準

避難所開設基準①(土砂・洪水災害等）

洪水、土砂災害等の発生又は発生の恐れがあり、市が高齢者等避難、避難指示を発令した
とき、その他避難所の開設が必要なとき。

避難所開設基準②（地震・津波）

○気象庁より、陸奥湾沿岸に津波注意報、津波警報、大津波警報が発表されたとき。

○停電、通信途絶等により津波警報等を適時に受けることができない状況において、強い

○揺れを感じた場合、あるいは、揺れは弱くとも１分程度以上の長い揺れを感じたとき。



①居住スペースの割り当て

②要配慮者スペースの確保

③共有スペースの割り当て

④出入口や立入禁止区域など明確化

◆避難所のレイアウトづくり◆

いずれも事前に決めておくことが重要！



避難所レイアウト例 基本形 （３０ｍ×２４ｍの体育館避難所の場合 収容数５０名弱）

【特に留意すること】
(※1) テント等。①と②の動線を完全に分けられるよう屋外

などに設営。徒歩避難者を優先するなど、受付周辺が
密にならないよう工夫

(※2) 敷地内の別の建物が望ましい（教室など）。
同じ建物内の場合は動線を分け、専用トイレ等を設け
て個別に区分けされたスペースに隔離

(※3) 入所者と出所者の動線を分ける（入所は右側通行、
出所は左側通行など）

② ③ ④① ⑤ ⑥
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通路幅１～２ｍ

ステージ

簡易トイレ

消毒液
一般避難者用
トイレ

消毒液
受 付

総合受付（※１）
検温・問診を実施

②濃厚接触者もしくは
感染が疑われる者（※２）

①症状がない者

間仕切りを設置
（飛沫感染防止）

①（※３）

消毒液

【設営のポイント】
(1)密接の回避

簡易ベッド・パーテーションを用いたゾーニングを行う
ことで飛沫感染防止を図る。
（就寝時の飛沫感染防止には、パーテーション素材は段
ボール等の板状のものを推奨）

(2)密閉の回避
避難所の２方向の窓・ドアを開けて空気の流れを作る、

３０分に１回以上数分間窓を全開にするなどの対策を行う。
(3)動線の分離

感染疑い者と非感染者の生活エリアが交錯しないように、
トイレなどの付随施設も含め動線を分離する。

「新型コロナウイルス感染症に備えた避難所運営の手引き
（令和２年６月 青森県）」より引用
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避難所運営のルールを決める

消灯時間を自分たちで決める

ゴミの集積スペースを確保

内閣府 防災スペシャリスト養成研修資料抜粋



避難所運営の主な業務とポイント

◆情報の取得・管理・共有

避難者への情報提供に努めるポイント
避難所では、災害に関する最新の情報や
水道・ガス・電気・電話の復旧の見通し、
行政による支援情報などを提供

◆食料・物資の管理

ポイント プッシュ型から要請型へ
避難所滞在中は、生活用水や飲料水、タ
オルケットなどの寝具、スマホ充電器など、
避難者の要請に対応することが重要

◆トイレの確保・管理

ポイント トイレ利用は大切な生理現象
トイレを清潔に保つこと、トイレの数を確
保すること、トイレ利用のルール明確化や
高齢者への配慮などトイレ管理が重要

◆避難者の健康管理

ポイント 被災者の二次被害を予防
保健師による健康指導をはじめ、感染症
対策（インフルエンザ・ノロウィルス等）、
暑さ・寒さ対策など健康管理を徹底



配慮が必要な方への対応

（参考）【ケア対象者への看護介護スタッフ】 ※２００４新潟県中越地震時の小千谷市総合体育館での事例

ケア対象者 人数（約）
スタッフの職種と人数

看護師 保健師 介護士、ヘルパー

要医療・要介護者（感染者） 15人 2人

軽度認知症、軽度知的障害、要支援
〜要介護１、精神障害者で安定

80人 1〜2人 1〜2人

要介護 20人 2人 2〜3人

集団が望ましくない白血病、酸素使
用者、精神障害者等

7〜8人 1人

乳児と保育者
10組 朝夕に状況のみ確認、その他必要に応じて

新生児

○医師・看護師の巡回、派遣体制の確保
○保健師・福祉専門職・心のケア専門職等の巡回・派遣体制の確保

◆避難所は、災害で住む家を失った被災者等が一時的に生活を送る場所

人がどれだけ人間らしい生活や自分らしい生活を送ることができているか、
特に避難者の健康が維持されることを目標に「質」を確保する。

対応策



４ 福祉避難所の開設・運営

◆福祉避難所とは

市が設置する指定避難所での生活が困難で特別な配慮を必要とする方の避難所

高齢者、障がい者、妊産婦、
乳幼児、病弱者など

① 市から要配慮者を含む住民に対し、高齢者等避難又は避難指示を発令

② 要配慮者を含む住民は開設された最寄の指定避難所などに避難

③ 市は指定避難所の対応要員として避難所配置職員３名を派遣

④ 避難所配置職員は避難所で要配慮者の状況を把握し市へ報告

⑤ 市は避難所での生活が困難な要配慮者の報告を受けた場合、協定を締結して
いる施設に対し福祉避難所の開設を要請

⑥ 施設は要請のあった要配慮者の受入が可能な場合、福祉避難所を開設

⑦ 指定避難所から福祉避難所へ要配慮者を移送

⑧ 市は福祉避難所の対応要員として福祉避難所配置職員１名を派遣

福祉避難所開設までのフロー



福祉避難所の開設準備～受入

要配慮者のためのスペース確保及び人員の確保等、受け入れ態勢が整い次第、福祉避難所を
開設し、要配慮者を受入

開設準備

◆福祉避難所の開設及び運営に必要となる施設管理者及び介助員等の従業員を配置
◆福祉避難所として開設されると、２４時間体制での施設管理が必要となるため、交代要員も含めた
人員体制を確保

◆要配慮者の受入や福祉避難所管理のために必要なスペース（家族や支援者の控室、救護室、
物資集積場所など）を確保

◆開設に必要な設備・備品等で福祉避難所開設に当たり施設で供与できるものについて準備

要配慮者の受入（移送）

指定避難所から福祉避難所への移送は、原則として当該要配慮者の家族又は支援者が実施
（※移送は①家族又は支援者が移送、②市が移送、③福祉避難所開設施設が移送 の順番で実施）

◆災害対策本部から要請を受けた施設は、車両の手配も含め、要配慮者の状態に配慮した適切な
移動手段を確保し移送を実施（※移送に要した実費は、災害対策本部に請求することが可能）



要配慮者を守る防災対策

東日本大震災の教訓

〇東日本大震災の死者のうち、高齢者が約６割、障がい者死亡率は２倍

個別避難計画による近所や福祉とのつながりが重要

〇震災関連死の約９割が６６歳以上、度重なる移動や避難所で衰弱

福祉避難所の必要性や福祉施設の業務継続が重要

熊本地震での教訓 （2016年4月14日、16日 熊本地震 最大震度7）

〇関連死の約９割が６０歳以上

〇関連死の約４割が自宅などの発災前と同じ場所にいた方（在宅避難者等）

在宅の高齢者や基礎疾患者等の見守り、体調管理、保健・医療・福祉・生活支援が重要



地域の防災を支える連携

私たちは『自分の命は自分で
守る』ことが基本です。
しかし、自分の力や家族の力
だけでは限界があります。

自 助

自 分

地域の防災力

『自分たちの地域は自分達で
守る』ことが基本です。
地域や近隣の人が互いに協力
し合います。

共 助

地 域

公 助

行 政

市町村・警察・消防などの多く
の防災関係機関が対応します。
しかし、防災関係機関だけでは
対応しきれないことが考えられ
ます。


